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Ⅴ．都市計画決定手続等

１．都市計画決定手続に係る基本的考え方

近年、行政一般に対して、行政手続の透明化や情報公開、説明責任の遂行が求められて

おり、都市計画のように国民の権利義務に直接影響を与えることとなる行政手続について

は、特にその要請が高まっている。

また、環境問題や少子・高齢化問題に対する関心が高まる中で、住民自らが暮らす街の

在り方についてもこれまで以上に関心が高まっており、都市計画に対して住民自らが主体

的に参画しようとする動きが広がっているところである。

さらに、質の高いまちづくりを推進するためには、地域の実情をきめ細かに把握し、身

の回りの課題に自ら対処しようとする住民団体等の主体的な取組を後押しするなど、民間

と行政との連携・協働を促進することが重要である。

このため、今後の都市計画決定手続においては、以上のような状況を十分踏まえ、都市

計画に対する住民の合意形成を円滑化し、都市計画の確実な実現を図る観点から、これま

で以上に都市計画決定手続における住民参加の機会の拡大、都市計画に係る情報公開及び

理由の開示等に意を用いていくべきである。

２．個別の都市計画決定手続等について

（公聴会・説明会の開催等）

法第１６条第１項では、都市計画の案を作成しようとする場合において、必要があると

認めるときは、公聴会・説明会の開催等住民の意見を反映させるために必要な措置を講じ

ることとされている。これは、都市計画の案が作成された後の手続としての法第１７条の

縦覧及び意見書の提出とは別に、都市計画の案の作成の段階でも住民の意見をできるだけ

反映させようという趣旨である。特に、法第１６条第１項において公聴会の開催を例示し

ているのは、住民の意見を反映させるための措置として、住民の公開の場での意見陳述の

機会を確保するべきという趣旨であることに留意する必要がある。

この点、説明会は、都道府県又は市町村が作成した都市計画の原案について住民に説明

する場と考えられ、公聴会は、都道府県又は市町村が作成した都市計画の原案について住

民が公開の下で意見陳述を行う場と考えられる。

都市計画への住民参加の要請がますます強まる中で、都市計画決定手続における住民参

加の機会を更に拡大していく観点から、今後は、都市計画の名称の変更その他特に必要が

ないと認められる場合を除き、公聴会を開催するべきである。ただし、説明会の開催日時

及び開催場所が事前に十分周知され、かつ、都市計画の原案の内容と内容についての具体

的な説明が事前に広報等により行われ、住民がこれを十分に把握し得る場合であって、住

民の意見陳述の機会が十分確保されているときは、その説明会を公聴会に代わるものとし
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て運用することも考えられるが、この場合においても、住民がその内容を十分把握した上

で、公開の場での意見陳述を行うための場となるよう十分留意するべきである。

なお、市町村マスタープランについては法第１８条の２により、公聴会・説明会の開催

等住民の意見を反映させるための措置を講ずるものとされている。

住民の意見を反映させるための措置としては、公聴会・説明会の開催に加えてまちづく

りの方向、内容等に関するアンケートの実施、まちづくり協議会を中心としたワークショ

ップの開催、まちづくり協議会による案の提案等各種方策を、地域の実情に応じて実施す

ることが望ましい。

公聴会・説明会の開催等については、住民の意見を十分汲み取ることができるようにす

ることが求められるものであり、作成しようとする都市計画の原案や関連する情報につい

て具体的に提示するとともに、公聴会・説明会の開催日時、開催場所、事前の広報等に配

慮するべきである。また、意見陳述を希望する者には物理的・時間的に対応が可能な範囲

でできるだけ意見陳述を認めるとともに、公聴会の開催が形式に流されることなく真に住

民の意見を反映させる場として機能させる観点から、運営に特段の支障を及ぼさない限り、

例えば、公述人において希望がある場合には、都市計画の案を作成する都道府県又は市町

村の担当者と、あるいは、公述人相互間において質疑・議論を行うこと等も考えられる。

さらに、住民からの意見については、それがどのように都市計画の案に反映されたか等に

ついて都市計画審議会に報告することが望ましい。

公聴会・説明会の開催等の方法については、都道府県又は市町村においてその事情に応

じ決定することとなるが、その際、上記について十分留意するとともに、できるだけ必要

な事項をあらかじめ定め、公表しておくことが望ましい。

（地区計画等の案の作成等）

住民に最も身近な都市計画である地区計画等については、区域内の詳細な土地利用、施

設等に関する計画であり、土地の所有者等に具体的な制限・負担が課せられる場合がある

ことから、土地の所有者等の利害関係者から意見を求めて作成することに加え、市町村の

条例で、住民又は利害関係人から地区計画等の決定若しくは変更又は地区計画等の案とな

るべき事項を申し出る方法についても定めることができることとされている。

申出の方法を条例で定めることができることとされているのは、地区計画等の作成が市

町村の自治事務であることから、申出の方法についても市町村の判断によることとしたも

のであり、法第１６条第３項が地区計画等の作成における住民参加を実効性あるものとす

ることを目的として規定されていることに鑑みれば、市町村においては、申出の方法を条

例に定め、積極的に住民参加を促すことが望ましい。

また、低未利用土地を利用した身の回りの公共空間の創出など、良好な住環境を維持す

るための小規模な地区計画等については、提案制度の面積要件（０．５ヘクタール）が課

されていない都市計画協力団体による提案が有効である。
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（都市施設等整備協定の締結）

都道府県又は市町村は、都市施設等の整備に係る都市計画の案を作成しようとする場合

において、当該都市施設等の円滑かつ確実な整備を図るために特に必要と認めるときは、

当該都市施設等の整備予定者との間において、対象となる施設、その位置・規模・構造、

整備の実施時期、違反した場合の措置等の事項を定めた都市施設等整備協定を締結するこ

とができることとされている。

都道府県又は市町村は、協定を締結したときは、その旨を 公告し、協定の写しを公衆

の縦覧に供するとともに、協定の内容に従って都市計画の案を作成し、都道府県都市計画

審議会又は市町村都市計画審議会に付議しなければならないこととされている。

（都市計画の案の理由書）

法第１７条第１項では、都市計画の案の公衆への縦覧の際に、都市計画を決定しようと

する理由を記載した書面を添付することとされているが、これは都市計画決定権者として

の説明責任を明確にするとともに、都市計画について住民との合意形成の円滑化を図るこ

ととしたものである。

したがって、理由書において、住民が都市計画が決定され、又は変更される理由を十分

に理解できるようにすることが必要であり、当該都市計画の都市の将来像における位置づ

けについて説明することが望ましい。また、用途地域や都市施設等の具体の配置の理由等

について、これらの都市計画が即地的に決定され、土地利用制限を課するものであること

に鑑み、当該都市計画の必要性、位置、区域、規模等の妥当性についてできるだけわかり

やすく説明するべきである。

（都市計画決定手続の条例による付加）

都市計画手続に係る事務は、自治事務であることから、地方公共団体の判断において条

例で手続を付加することは当然可能であるが、都市計画法上の手続は、国民の財産権が一

方的に侵害されないよう担保するための最低限の手続であることから、条例によって手続

を簡素化することは許されないと解すべきである。法第１７条の２は、上記の趣旨を確認

し、明確化したものであることに留意すべきであり、都市計画について住民の合意形成を

図り、都市計画を着実に実施するため、当該条例の制定について積極的に検討されること

が望ましい。

条例の内容としては、市町村マスタープランや都市計画について、公聴会、説明会を必

ず開催するものとすること、都市計画の案の縦覧期間を法定の２週間よりも長い期間とす

ること、まちづくり協議会による提案等の住民の意見を反映しながらまちづくりを行う方

法を定めること等が考えられる。

（都道府県都市計画審議会及び市町村都市計画審議会の調査審議等について）

都道府県都市計画審議会及び市町村都市計画審議会は、都市計画法その他法令でその権

限に属せられた事項の調査審議のほか、都道府県知事又は市町村長の諮問に応じ都市計画
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